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はじめに 

































                                                          




との新聞報道（2004年 7月 22日，朝日新聞朝刊 9面）がある。また、社団法人 リース事業協会 2002年
9月の調査（［2］, 4-13頁）によると、「例外処理」が削除されれば、1,194社のうち 93.2%の 1,113社から
「影響がある」との回答があり、その影響は「減価償却、リース料の元利区分等新しい事務負担の発生」
が最も多く 64.1％を占める。 
4 2005年 3月時点において「近く、…」という意味。 
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5 社団法人リース事業協会会長 平井康之氏（ダイヤモンドリース社長）のコメント（日経金融新聞 2005
年 1月 27日付）。 
6 欧州連合（EU）は、2005年における域内金融市場統合の一環として、2005年（米国基準採用の EU企
業は 2007年）から、EU上場の EU企業の連結財務諸表の作成に IAS及び IFRSの使用を義務付けるとと
もに、域内の開示規制を統一するための諸規制を制定した。以上、松尾（［10］, 2頁）。日本の企業のＥＵ
域内での資金調達額は１兆 8000億円あり、金融庁や経団連は、この EUの諸規制の影響を考え頻繁にＥ
Ｕ当局との折衝を重ねている。その結果、2004年 10月には ASBJ（企業会計基準委員会）と IASB（国際
会計基準審議会）との間で共同プロジェクトを立ち上げ、日本基準と IASの格差是正に向けて動いている






8 武田（［7］, 781頁）。 
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表 1-1 税務上の処理及びリース会計基準の処理   

























 ① 売買として取扱う取引 
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2002年 9月（公表は 2003年 1月）の調査結果13にみることができる。 
 
表 2-1 連結財務諸表の作成基準 
                            （単位：社数、％） 
 企業数 構成比 
日本基準 1,081  98.5 
米国基準   17  1.5 
計 1,098 100.0 
 




 米国市場に上場している日本企業（2002 年 12 月 1 日現在 35 社）は、 
米国基準で作成した連結財務諸表を金融庁に提出することが認められて 
いる（連結財務諸表等規則第 88条～90 条、附則第３条）。 
 










                                  （単位：社数、％） 
 連結 個別 
 回答企業数 構成比 回答企業数 構成比 
売買処理 2 0.2 1 0.1 
賃貸借処理 1,005  99.8 1,180  99.9 










                                  （単位：社数、％） 
 連結 個別 
 企業数 構成比 企業数 構成比 
注記あり 1,037  99.0 1,245  98.5 
注記省略   11  1.0   19  1.5 




略できる（財務諸表等規則第 8条の 6第 6項、連結財務諸表等 
規則第 15 条の 3）。 
 
  
 表 2-1では企業数 1,098社のうち 98.5%、1,081社が日本基準に準拠していること、また、











                                                          
14 上表（表 2-2）の通り数社が「原則処理（売買処理）」をしている。しかし、“特異な状況”には変わり
はない。 
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15 中間報告（[1]） 
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規準のクリアは可能となる。「相当の差異」の具体的な数値は法人税取扱通達 基本通達 12 の
5-2-7 で「…リース期間が耐用年数の 70%（法定耐用年数が 10 年以上の場合は 60%）未満ま



























   ＊： 会計基準における経済耐用年数規準は、単にリース期間の 75%以上と規定しており、税務上 
     の 70%以上、120%以下と若千数値が異なるが、概ね対応している 
  
 以上、税務処理と「例外処理」選択と係わり合い、特に「例外処理」選択の必然性が税務会
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計の制度および税務基準にあることを明らかにしてきた。それらは、次のように要約できる。 
 ① 税務基準で支払リース料の損金算入を意識すれば、リース会計基準では、必然的に「例 
  外処理」選択となる。それは、わが国の確定決算主義による損金経理の展開によるためで 
  ある。そしてまた、「例外処理」選択により税務上も会計上も統一した処理がなされ、申告 
  調整を必要としないことも「例外処理」が選択される理由である。 
 ② 税務基準のうち経済耐用年数規準をみれば、この規準で、税務上、賃貸借処理となる範 
  囲にリース期間を設定さえすれば、リース会計基準上も「例外処理」選択ができ、同じ賃 

























                                                          
21 紙（[5], 49-95頁）を参照のこと。 
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【補足説明】 











  A.「リース債務」計上、損益計算書上「賃貸借処理」 
  B.リースを「使用権」の売買とみる会計処理 







と同質であるように思われる。また、報告書でも指摘されているように 2005年より EU 諸国
に導入される IFRSに対する対応、とりわけ、ドイツ・フランスの対応にみられる考え方でも
ある。ドイツ・フランスは、わが国と同様に確定決算主義をとる国である。 
  注：社団法人 リース事業協会刊『月刊 リース』 2005年 4月号、2-13頁参照。 
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参考資料-1 リース会計基準の概要（フローチャート）注-１   
  
        リース取引    
                                             
                                賃貸借取引に係る方法に   
                ＮＯ             準じて会計処理を行う    
                                （賃貸借処理）       
                                ・未経過リース料の注記   
          ＹＥＳ                                
                                             
     ファイナンス・リース                               
                               ＊重要性の判断基準の適用有 
                                             
                                           
                                           
                               所有権移転外
．
リース   
                                            
                            ①リース料総額の現在価値が見積 
          ＹＥＳ                購入価格の90％以上 
                            ②解約不能リース期間が経済的耐 
      所有権移転リース                用年数の概ね75％以上に該当す 
                             ればファイナンス・リース 
                                             
                  選択     
                                            
   売買取引に係る方法に準じて            賃貸借取引に係る方法に準じて会 
   会計処理を行う（売買処理）            計処理を行う（賃貸借処理） 
   ・当該取引によって生じた資             但し、売買処理をするのと同程 
    産及び負債を貸借対照表の            度の情報を注記にて記載 
    本体に計上（リース資本化）           ①リース物件の取得価額相当額、 
                             減価償却累計相当額及び期末残 
                             高相当額 
                            ②未経過リース料期末残高相当額 
                            ③当期の支払リース料、減価償却 
                             費相当額及び支払利息相当額と 
                       ＊     その算定方法 
                       重                    
                       要                    
    （本体計上の省略）          性                    
    ・重要性の一般原則（リース      の     
     物件１単位当り20万円以下）     判    （注記の省略） 
    ・１年未満及びリース料総額      断    ・重要性の一般原則（リース 
     が300万円未満（１契約当り）     基     物件１単位当り20万円以下） 
                       準    ・１年未満及びリース料総額 
                       の     が300万円未満（１契約当り） 
                       適    （注記の簡略） 
                       用    ・未経過リース料期末残高が有形 
                             固定資産の10％未満であれば 




 注-1:紙（[5], 226頁）。 
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参考資料-2. リース取引の定義と分類 




















































＊1 基本通達 12-5-1-2 
「…当該資産の使用に伴って生ずる費用を実 
質的に負担すべき…」の目安： 
















































































(注)  ＊1：リース取引に係る賃貸借期間をいう。 
  
＊2：(1) 土地、建物、建物附属設備又は構築物 





を対象とするリース取引（法人税取扱通達 基本通達 12の 5-2-3)。 
  













（法人税取扱通達 基本通達 12の 5-2-7)。 
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参考資料-4 日本とアメリカのリース取引の実態 
1.日本のリース利用の実態 
 わが国の利用実態の概要を以下に示す。リースを使った設備の調達額は、2003 年度に約 6 兆 6,000




情報関連機器が全体の 36.7%を占め 2兆 4,162億円、件数は 1,149,468件 
…１件当り約 210万円 
・ 〃 第 2位は、 
商業用及びサービス業用機械設備で 14.8%、9,775億円、件数は 251,860件 
…１件当り約 388万円 
・ 〃 第 3位は、 
産業機械で 14.7%、9,694億円、件数は 80,643件 
…１件当り約 1,202万円 
・ 〃 第 4位は、 
輸送用機器（自動車、船舶等）で 9.4%、6,216億円、件数は、312,837件 
…１件当り約 198万円 
・ 〃 第 5位は、 
事務用機器で 8.3%、5,501億円、件数は 412,318件 
…１件当り約 133万円 












算）、その時の日本の市場投資額は 7.1兆円（2003年度に約 6兆 6,000億円[設備投資額＝6兆 5,916億
円,リース取扱額＝7兆 3,777億円]：月刊リース 2004年 6月号）であることから、日本の 4.5倍に達
している。 
 リース取引を種別別にみると、輸送用機器が全体の 35.2%（内「トラック・トレーラ」が 20.8%、「航
空機」5.3%）とトップを占め、以下、「建設機械」11.0%、「コンピュータ・ハード」10.9%、「産業・製
造機械」7.2%である。 













注-2: 社団法人リース事業協会 第 17回産業調査団編「米国リース市場の概況」『月刊リース』,2001  
  年 12月号。12-17頁を要約したものである。 
注-3: 同上,15頁の図表 5を参照の事。 
日本のリース会計 





表 5-1 リースの利用状況 
                            （単位：社数、％） 
  回答企業数 構成比 
利用している 1,181 98.9 
利用していない 13 1.1 
計 1,194 100.0 
 


























586(50.5) 467(40.2) 387(33.3) 521(44.9) 206(17.7) 152(13.1) 
生産設備
(n=511) 
399(78.1) 146(28.6) 175(34.2) 143(28.0) 36(7.0) 114(22.3) 
輸送機器
(n=727) 
332(45.7) 241(33.1) 200(27.5) 477(65.6) 106(14.6) 91(12.5) 
商業設備
(n=175) 
106(60.6) 57(32.6) 71(40.6) 69(39.4) 19(10.9) 41(23.4) 
不動産
(n=110) 
91(82.7) 22(20.0) 23(20.9) 33(30.0) 7(6.4) 36(32.7) 
 

















 注-4: 社団法人リース事業協会（[2], 12-13頁)。表 5-1、表 5-2、いずれもユーザー調査（本文注記 13
参照, 20頁）の結果を参照している。 
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／ 現 金 ×××（借方と同金額） 
（決算時―前払費用として処理） 
前払費用 ×××（支払うべきリース料と適正リース料の差額） 




























注-7: 2005年 3月現在、主なものは①中小企業者等が機械等を賃借した場合の法人税額の特別控除（租税特別措置法 42
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